
No. 推奨事業メニュー 交付対象事業の名称

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

事業始期 事業終期

1
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

町内保育園・幼稚園及び小中学校給
食費無償化事業（R7臨時措置分）

①食料品の物価高騰等の影響を受けている子育て世代へ
の支援
②子育て世帯の経済的負担を軽減するため、町内保育
園・幼稚園及び小中学校の給食費の無償化（保育士、教
職員は除く）に係る費用（一般会計の学校等給食運営費に
交付金を充当）、米価格上昇による給食賄費の増加分
③給食費の無償化に伴う保護者負担の軽減（地方自治体
の歳入の減少分）
（保育園分　390人×5,300円×2カ月＝4,134千円）
（幼稚園分　160人×4,500円×2カ月＝1,440千円）
（小学生分　1,440人×4,700円×2カ月＝13,536千円）
（中学1､2年生分　450人×5,100円×2カ月＝4,590千円）
（中学3年生分　220人×5,100円×1カ月＝1,122千円）
米価格上昇による給食賄費の増加分
米の価格上昇代　295円/kg×19,760kg＝5,830千円
④保育園・幼稚園及び小中学校の保護者

R8.2 R8.3

2

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

町内保育園・幼稚園及び小中学校給
食費無償化事業（R7地方当初分）

①物価高が続く中で物価高騰等の影響を受けている子育
て世代への支援
②子育て世帯の経済的負担を軽減するため、町内保育
園・幼稚園及び小中学校の給食費の無償化（保育士、教
職員は除く）に係る費用（一般会計の学校等給食運営費に
交付金を充当）
③給食費の無償化に伴う保護者負担の軽減（地方自治体
の歳入の減少分）
（保育園分　450人×5,097円×2カ月＝4,588千円）
（幼稚園分　190人×3,551円×2カ月＝1,349千円）
（小学生分　1,520人×4,527円×2カ月＝13,763千円）
（中学生分　740人×4,923円×2カ月＝7,286千円）
④保育園・幼稚園及び小中学校の保護者

R7.4 R7.5

3
④省エネ家電等への
買い換え促進による
生活者支援

省エネ家電購入応援キャンペーン事
業

①物価高が続く中でエネルギー価格高騰により家庭にお
けるエネルギー費用負担が増大していることから、省エネ
家電の購入を促進し町民のエネルギー費用負担の軽減を
図る。また、電子申請によるインセンティブを設け、物価高
騰による家計負担の軽減を迅速な手続きにより早期に享
受できるようにする。
②補助金（8,000千円）
・１５万円以上の省エネ家電購入　30千円×180件
・１０万円以上の省エネ家電購入　20千円×80件
・５万円以上の省エネ家電購入　10千円×40件
・電子申請によるインセンティブ　3千円×200件　
④町民

R7.4 R7.9

4

②エネルギー・食料
品価格等の物価高
騰に伴う子育て世帯
支援

町内保育園・幼稚園及び小中学校給
食費無償化事業（R7地方補正分）

①物価高が続く中で物価高騰等の影響を受けている子育
て世代への支援
②子育て世帯の経済的負担を軽減するため、町内保育
園・幼稚園及び小中学校の給食費の無償化（保育士、教
職員は除く）に係る費用（一般会計の学校等給食運営費に
交付金を充当）
③給食費の無償化に伴う保護者負担の軽減（地方自治体
の歳入の減少分）
（保育園分　460人×4,778円×1カ月＝2,198千円）
（幼稚園分　200人×3,900円×1カ月＝780千円）
（小学生分　1,520人×4,700円×1カ月＝7,144千円）
（中学生分　740人×5,100円×1カ月＝3,774千円）
④保育園・幼稚園及び小中学校の保護者

R7.7 R7.7

5
①食料品の物価高
騰に対する特別加算

放課後児童クラブ物価高騰対策支援
事業

①エネルギー・食料品価格等の物価高騰の影響を受けて
いる放課後児童クラブに対し、高騰分相当の費用を助成
し、従来の保育の質を維持した事業運営を継続できるよう
にするもの。
②放課後児童クラブ運営に関する食糧費高騰相当分を補
助
③10円/人日（上昇相当分）×250日×400人＝1,000千円
④放課後児童クラブ11支援体

R8.2 R8.3

6
⑧農林水産業にお
ける物価高騰対策支
援

土地改良区等燃料価格高騰対策支
援事業

①エネルギー価格の上昇による電気料金の高騰の影響を
受けている土地改良区等を支援することにより、組合員で
ある農業者の負担を緩和するもの。
②土地改良区等が維持管理費を負担する農業水利施設
の操作・運転に要する電気料金高騰分のうち５０％を補助
③R7年度実績値から価格高騰影響前のR3年度実績値を
差し引いて増額分を算出　4,500千円
④土地改良区等

R8.2 R8.3

令和７年度　第３回　物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金実施計画


